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有害物質を含有する家庭用品の規制制度の概要 

消　費　者 
製造業者 
輸入業者 
販売業者 

都道府県・政令市等 
○家庭用品衛生監視員（3,052人） 

○家庭用品の検査 

業界団体 
○安全衛生自主基準 

関　係　省　庁 

　　  厚　生　労　働　省 
○有害物質の指定 

（現在までホルムアルデヒド等20物 

質を指定） 

○規制基準の策定 

○監視・指導 

○家庭用品の健康への影響調査、研究 

　　    薬事・食品衛生審議会 
○専門家による家庭用品規制の検討・答申 

　　情　　報 
○&日本中毒情報センター 

○国民生活センター 

○モニター病院 

○関連学会 

○諸外国　等 

国立医薬品食品衛生研究所 
○有害物質に関する試験、 

研究等 

苦情・相談 指導・監視・検査 

助言、勧告 

指導 

通知 

報告 

指導 指導 

協議 

情報提供 

調査依頼 

報告 

諮問 答申 

報告 

苦情・意見 

（注） 家庭用品衛生監視員の数は平成20年 4月1日現在。 
※ - - - -   消費生活用製品安全法に基づく業務 

　衣類の繊維製品、洗浄剤、エアゾール（内容成分を微粒子にして空気中に噴霧するもの）製品等の家庭用品に含まれる化学物質
による健康被害を防止するため「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」に基づき、有害物質を指定し、さらに有害物
質を含有する家庭用品についてその含有量等の規制基準を設定し、家庭用品の安全性の確保を図っている。 

経済産業省 

○消費生活用製品安全法に 

　基づく重大製品事故報告 

概　　要

家庭用品の安全対策


